
 

（表１）経営主体別施設数及び構成割合 

（図１）専業・兼業別施設数の構成割合（単位：％） 

（図２）創業年別施設数の構成割合（単位：％） 
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Ⅰ 調査結果の概要 

 
飲食店営業（料理店） 

 
１ 一般的事項 

（１）経営主体 

調査対象となった３９４施設について  
経営主体別にその割合を見ると「個人経   
営」が５５．８％、次いで「有限会社」 
が２７．４％、「株式会社」が１５．５ 
％となっている。 

また、構成割合を前回の平成１５年調 
査と比べると「個人経営」が３０．４ポ 
イント上昇したのに対し、「株式会社」 
では１８．４ポイント低下している。 
 
 

（２）専業・兼業の別 

 専業・兼業別に全体の施設数の構成割合 
を見ると、「専業」が８２．０％、「兼業」 
が１４．０％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）創業年 

  創業年別に全体の施設数の構成割合を見 
ると、「５０年以上」が２５．１％と最も 
高く、次いで「２０～２９年」が２０．６ 
％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 

区 分 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 

 
施 
設 
数 

 

総 数 
個 人 経 営 
株 式 会 社 
有 限 会 社 
そ の 他 

1,024 

434 

203 

356 

31 

386 

98 

131 

144 

13 

394 

220 

61 

108 

5 

構 
成 
割 
合 

(％) 

総 数 
個 人 経 営 
株 式 会 社 
有 限 会 社 
そ の 他 

100.0 

42.4 

19.8 

34.8 

3.0 

100.0 

25.4 

33.9 

37.3 

3.4 

100.0 

55.8 

15.5 

27.4 

1.3 



 

（表２）店舗形態、経営主体別施設数及び構成割合 

（図３）立地条件、経営主体別施設数の構成割合 

（図４）経営者の年齢別施設数の構成割合（単位：％） 
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（４）店舗の形態 

 店舗の形態別に全体の施 
設数の構成割合を見ると、 
「単独店（支店を持たない 
本店）」が８８．８％と最 
も高くなっている。 
 また、経営主体別に見る 
と、「個人経営」、「株式会 
社」「有限会社」全てにお 
いて、「単独店」が最も高 
くなっている。 
 
 

（５）立地条件 

 立地条件別に全体の施 
設数の構成割合を見ると、 
「商業地区」が５５．６ 
％と最も高くなっている。 
 また、経営主体別に見 
ると、「個人経営」では、 
「会社等」に比べ「住宅 
地区」、「郊外の幹線道路 
沿い」が高く、「工場・ 
オフィス街」が低くなっ 
ている。 
 
 
 
 

（６）経営者の年齢 

 経営者の年齢階級別に全体の施設数の構 
成割合を見ると、「６０～６９歳」が３２． 
７％と最も高く、次いで「５０～５９歳」 
が３０．２％となっている。 
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（図５）１ヶ月の定休日数の構成割合（単位：％） 

（図６）１日の営業時間別施設数の構成割合（単位：％） 

（図７）開店時間・閉店時間別施設数の構成割合 
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（７）１ヶ月の定休日数 

 １ヶ月の定休日別に全体の施設数の構成 
割合を見ると、「４日」が３２．７％と最 
も高くなっている。 
 また、１施設当たりの１ヶ月の平均定休 
日数は４．１日となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）１日の営業時間 

 １日の営業時間別に施設数の構成割合を 
見ると、「７時間未満」が３０．７％、次 
いで「７～８時間未満」及び「８～９時間 
未満」が１７．５％となっている。 
 また、１施設当たりの平均営業時間は７． 
９時間となっている。 
 
 
 
 
 
 
 

  
（９）開店時間と閉店時間 

 開店時間・閉店時間に 
施設数の構成割合を見る 
と、開店時間では、「１ 
１時台」が４５．４％と 
最も高く、閉店時間では 
「２２時台」が４２．６ 
％と最も高くなっている。 
 
 
 
 



 

（図８）１日平均客数の構成割合（単位：％） 

１日平均客数別施設数の構成割合 

経営主体別１施設当たり１日平均客数（単位：人） 
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２ 経営に関する事項 

（１）１日の平均客数と客１人平均食事単価 

 １日平均客数別施設数の構成割合を見る 
と、「１０～１９人」が２１．１％と最も 
高く、次いで「１０人未満」が２０．６％、 
「２０～２９人」が１６．０％となってお 
り、１施設当たりの１日平均客数は３７． 
１人となっている。 
 また、経営主体について、１日平均客数 
別施設数の構成割合を見ると、「個人経営」 
では「１０人未満」が８６．４％と最も高 
く、「株式会社」では「５０～６９人」が 
４３．３％、「有限会社」 
においては「７０～９９ 
人」が４６．２％となっ 
ており、１施設当たりの 
１日平均客数の最も多い 
のは「株式会社」で、６ 
６．９人となっている。 
 次に、経営主体別に客 
１人平均食事単価を見る 
と、「株式会社」が６， 
０２７円と最も高く、「 
有限会社」の４，６６３ 
円に対して、約１，３６ 
４円高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図９）前年度と比較した今年度の売上の施設数の構成割合 
（単位：％） 

（図１０）パソコン等の導入状況別施設数の構成割合（複数回答） 

（図１１）本業の当期純利益の動向の主な原因の施設数の構成割合 
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（２）前年度と比較した今年度の売上 

 前年度と比較した今年度の売上の施設数 
の構成割合を見ると、「５％以上減少」が 
４９．５％と最も高く、次いで「１～４％ 
減少」が１５．７％となっており、１％以 
上減少している施設は、全体の６割以上を 
占めている。 
 
 
 
 
 
 
 

（３）パソコン等の導入状況 

 パソコン等の導入状況別 
施設数の割合を見ると、「 
インターネットの活用」が 
が５８．４％、「帳簿等の 
経営収支の計算」が５３． 
１％、「顧客名簿の管理」 
が５２．６％と高くなって 
いる。 
 
 
 
 

（４）本業の当期純利益の 

動向の主な原因 
 当期純利益の動向の主 
な原因を見ると、「客数 
の減少」が５９．６％と 
なっており、それ以外の 
原因と比べ極端に高くな 
っている。 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図１２）経営上の問題点別施設数の構成割合（複数回答） 

（図１３）今後の経営方針別施設数の構成割合（複数回答） 
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（５）経営上の問題点 

 経営上の問題点別に施 
設数の割合を見ると、「 
客数の減少」が７４．６ 
％、「材料費の上昇」が 
４７．５％、「客単価の 
減少」が４１．６％、「 
施設の老朽化」が２５． 
９％と高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）今後の経営方針 

 今後の経営方針別に施 
設数の割合を見ると、「 
食事メニューの工夫」が 
５６．３％、「接客サー 
ビスの充実」が４６．４ 
％、「価格の見直し」が 
２６．１％と高くなって 
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図１４）従業者数、雇用の形態別従業者の構成割合 

（図１５）常時雇用者の性別平均年齢別施設数の構成割合 
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３ 従業者に関する事項 

（１）従業者数 

 従業者数の１施設当た 
り平均従業者数を見ると、 
男性３．２人、女性５． 
４人となっている。 
 また、雇用形態の構成 
割合を見ると、男性は「 
常時雇用者（正社員）」 
が４０．０％、女性は「 
臨時雇用者（パート）」 
が６５．２％と最も高く 
なっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）常時雇用者の性別年齢 

 常時雇用者（正社員） 
の性別平均年齢別施設数 
の構成割合を見ると、男 
性は「３０～３９歳」が 
３８．０％、女性は「５ 
０歳以上」が４８．２％ 
と最も高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図１６）常時雇用者の月平均休日数別施設数の構成割合 

（図１７）常時雇用者の１日平均労働時間別施設数の構成割合（単位：％） 

（図１８）健康診断の実施状況別施設数の構成割合（単位：％） 

（図１９）労働時間短縮のための努力、施設数の構成割合 
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（３）常時雇用者のいる施設 

の月平均休日数 

 常時雇用者（正社員）が 
いる施設の１ヶ月の平均休 
日数は、「５日」が３０． 
３％と最も高く、次いで「 
４日」が２８．７％、「６ 
日」が１７．０％となって 
いる。 

  また、１施設当たり平均 
休日日数は５．４日となっ 
ている。 
 
 
                      （４）常時雇用者のいる施設の１日平均労働時間 

                        常時雇用者（正社員）の１日の平均労働時間 
                       は、「７～８時間」が３０．３％と最も高くな 
                       っている。 
 
 
 
 
 
 
 

（５）健康診断の状況 

 健康診断の実施状況についての構成割合を見ると、 
「実施なし」が５２．１％と最も高くなっており、次 
いで「年１回」が３６．７％となっている。 
 
 
 
 
                              （６）労働時間短縮のための努力 

                                労働時間短縮のための努力（ 
                               休暇制度や設備面等）をしてい 
                               る施設について、内容別に見る 
                               と、「計画休暇制度」が２０．

２％と高くなっている。 
 
 
 



 

（図２０）建物の築年数別施設数の構成割合 

（図２１）土地・建物の面積別施設数の構成割合 

土地の面積（％） 建物の延べ床面積（％） 

（図２２）総客席数・個室数別施設数の構成割合 

総客席数（％） 個室数（％） 
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４ 土地、建物及び設備等に関する事項 

（１）建物の築年数 
 建物の築年数別施設数の 
割合を見ると、「３０～３ 
９年」が２３．４％と最も 
高く、次いで「２０～２９ 
年」が２２．３％、「１０ 
～１９年」が２１．６％と 
なっている。 
 
 
 
 

（２）土地・建物の面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）店内の広さ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図２３）設備投資実績の有無別施設数の構成割合（単位：％） 
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（４）設備等の状況 

 高齢者等に配慮した設備の状況について 
割合を見ると、「あり」が３８．６％で設 
備の種類としては、「階段に手すりの設置」 
が６５．１％と高くなっている。 
 また、保有している設備等の状況につい 
ては、「駐車場」が５８．４％、次いで「 
消毒設備」が２９．２％と高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図２４）過去３年間の設備投資実績及び資金調達方法別 
施設数の構成割合 

（図２５）過去３年間の運転資金調達方法別施設数の構成割合（複数回答） 

過去３年間の設備投資の主な理由 

4.2

4.2

2.1

6.3

15.7

67.5

0 10 20 30 40 50 60 70

不詳

その他

経営者の交

代

利用客の要

望

経営改善策

設備の老朽

%

7.9

41.4

16.2

26.7

24.6

28.8

0 10 20 30 40 50

その他

その他の

金融機関

日本政策

金融公庫

借入金

自己資金

と借入金

自己資金

主な資金調達方法

借入金（複数回答）

%

1.0

12.7

9.1

60.9

7.1

15.2

9.1

0 10 20 30 40 50 60 70

不詳

その他

都市銀行

信用金庫

地方銀行

日本政策金融公庫

(生活衛生改善貸付)

日本政策金融公庫

(普通貸付)

日本政策金融公庫

(振興事業貸付)

%

５ 設備投資等に関する事項 

（１）過去３年間の設備投 

資実績及び資金調達方法 

 過去３年間の設備投資 
実績及び資金調達方法別 
に割合を見ると、設備投 
資実績を行った施設の主 
な理由としては、「設備 
の老朽化」が６７．５％ 
と最も高くなっている。 
 また、設備投資を行う 

 際の資金調達方法は、「 
自己資金」が２８．８％ 
と高く、借入先は、「そ 
の他の金融機関」が４１． 
４％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）過去３年間の運転資 

金調達方法 

 過去３年間の運転資金 
調達方法別に割合を見る 
と、「信用金庫・地方銀 
行」が６０．９％と最も 
高く、次いで「日本政策 
金融公庫（普通貸付）」 
が１５．２％となってい 
る。 
 
 



 

（図２６）向こう３年間の設備投資予定及び資金調達方法別 
施設数の構成割合 
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（３）向こう３年間の設備 

投資予定 

 向こう３年間の設備投 
資予定及び資金調達方法 
別に割合を見ると、設備 
投資を行う予定の施設の 
内容としては、「設備の 
改装」が５５．２％、理 
由としては「設備の老朽 
化」が５５．２％と最も 
高くなっている。 
 また、借入先は、「自 
己資金」が３４．５％と 
最も高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

（図２７）サービス等内容別施設数の構成割合（単位：％） 

ゴミ減量化・リサイクル実施状況（単位：％） 
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６ サービス関係の項目 

（１）ゴミ減量化・リサイクル実施状況 

  ゴミ減量化・リサイクル実施状況につい 
て割合を見ると、「実施している」が７７． 
２％で取組の種類としては、「ゴミの分別 
をしている」が７７．０％、次いで「食品 
等リサイクル業者と提携している」が３５． 
２％となっている。 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

サービス等について（複数回答） 

地域との共生の状況（複数回答） 

（図２８）廃食用油リサイクルへの協力の 
意思別施設数の構成割合（単位：％） 
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その他
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3.2

（２）サービス等について 

 サービス等の実施状況 
について割合を見ると、 
「高齢者や子供用等メニ 
ューの工夫をしている」 
及び「会計が分かりやす 
い工夫をしている」が２ 
１．８％、次いで「割引 
券や特定日等の価格サー 
ビスをしている」が１８． 
８％となっている。 
 
 
 
 

（３）地域との共生の状況 

 地域との共生の状況に 
ついて割合を見ると、「 
商工会議所・商工会又は 
商店街組合に参加してい 
る」が５３．６％、次い 
で「祭りやイベント等商 
店街の共同事業に参加し 
ている」が３８．１％と 
なっている。 
 
 
 

  
  
  

７ 廃食用油関係の項目 

                        廃食用油リサイクルへの協力の意思につ 
                       いて割合を見ると、「協力する」が３５． 

８％、次いで「場合によっては協力できる」 
                        が３４．８％と全体の約７割を占めている。 

 
 
 
 
 
 


